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１．はじめに 

 今年度の石狩市のレポートは、昨年度の第二次研究協議会のレポートをベースに今年度の活動状

況を加えて作り上げたものです。今年度の研究主題（テーマ）は次のとおりですが、実践課題の検

証やとりくみの確認など研究活動の大半は学校間連携のとりくみをとおして行われています。 

２．組織構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．研究主題（テーマ）と研究内容について 

（１）研究主題 
子どもの学習権を保障する創造的学校事務の展開 ～ 「学校間連携」のとりくみをとおして ～ 
 

（２）研究内容 
各部（研究・調査研修・予算要望）で研究主題に沿った研究内容を立案の上、活動しています。 

（活動内容の詳細は、紙面の関係上、割愛させていただきます。（石狩管内公立小中学校事務職員 
協議会広報紙「輪」第３号を参照願います。）） 
 
 
４．これまでの活動状況 

（１）定例会・連携会議の開催状況 

 石狩市公立小中学校事務職員学校間連携会議（連携会議）は、石狩市公立小中学校事務職員協議

会（市事協）の定例会（＝石狩教育振興会学校事務部会）の設定日に会わせて開催しています。（会

議日の前半は定例会、後半は連携会議） 

市事協の定例会では主に対外機関（市教委、石事協等）や各部（研究・調査研修・予算要望）か

らの連絡・報告事項の確認や事例交流等を行い、その後の連携会議では連携会議事務局で検討を進

めたい事項に関わる調査・分析を行っています。近年の活動の大部分は連携会議での活動が中心に

なっているため、以下からは連携会議に関わるとりくみを紹介します。 

連携会議は2009年から2014年9月までに計56回開催していますが、議案の事前配布、提案時間の短

縮などの時間確保に努め、広域連携のデメリット克服に努めてきました。特に人事異動が挟まる年

度の移行時期をスムーズすすめるため、年度反省や新年度計画の提案時期に留意して、内容の充実

を図ってきました。 

 なお、これまでの連携会議・開催内容は連携会議ホームページ（ＨＰ）内の「会議資料」のペー
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ジをご覧ください。 

（２）連携会議の活動の柱 

 連携会議の活動の柱は、以下の４点（①～④）です。この４点は第１回連携会議のときから固ま

っていたわけではなく、その後の具体的活動をすすめることで次第に定着してきました。 

（活動の柱についての解説は昨年度のレポートも併せて参照願います。） 

 

①学校財政と学校事務の状況調査 

→実態を分析することで課題を掘り起し、具体的改善を探る活動。 

②調査活動の分析にもとづく提言 

→１年間の調査活動にもとづき、課題解決の方法や考え方に対する連携会 

議としての見解をまとめて発表する活動。 

③予算要望 

→石教振事務部会の委託業務として予算要望に関わる活動。 

④実践交流 

→連携会議の活動を市事協の研修活動とリンクさせ、学校事務の職務確立に

資する活動。 

  

（３）連携会議での具体的とりくみ  

①学校財政と学校事務の状況調査 

 学校財政と学校事務の状況調査はこれまでのところ、下表のとおり実施していますが、昨年度の

レポートではそれぞれの具体的なとりくみに加えて、以下の調査から見えてきた課題を整理し、報

告したころです。 

学校財政と学校事務の状況調査 

具体的なとりくみ 
昨年１０月以降の

とりくみ 

ア）校内配分決算と校内再配分状況調査 ◎ 

イ）運営計画（事務部門）状況調査 △ 

ウ）市内学校職員配置状況調査 ○ 

エ）学校徴収金（保護者負担）調査 ◎ 

オ）児童生徒机椅子の備蓄状況調査 △ 

カ）運営計画の構造調査 △ 

キ）各種補助金調査 △ 

ク）未納金に関する調査 ◎ 

ケ）市内の就学援助認定状況 ○ 

コ）図書費の執行状況調査 ○ 

サ）職業体験学習交通費・引率旅費調査 △ 

シ）修学旅行経費調査 △ 

ス）備品台帳システムの使用状況調査 ◎ 

セ）事務職員の仕事調査 △ 

◎昨年の１０月以降に更なる調査・分析を行った活動 

○昨年の１０月以降に再調査の上、連携会議内（連携会議ＨＰ）で交流したもの。または、課題改 

善に向けて動き出したもの 

△昨年の１０月以降に再調査等行わなかった活動 

今回のレポートでは、昨年度報告した具体的とりくみの中から、更なる調査・分析を行った活動



石教研専門部会第二次研究協議会 事務職員部会レポート                   石狩市 
 

石狩４ 
 

（上表の◎のついた項目）を中心に報告します。（「見えてきた課題」を昨年度のレポートから引用

し、その課題に対してどのような活動を行ﾂかを述べていきます。）尚、今回取組がなかった項目や

今年度取り組んだ項目で以前の取組経過につきましては資料巻末に掲載しております。 

 

ア）校内配分決算と校内配分予算状況調査 

（昨年度のレポートで述べた「見えてきた課題」） 

■学校配分予算の予算書・決算書に説明書きが少ない（口頭での説明されることが多い）ため増

減の理由などがつかみにくく、次年度に反映されにくい。単に数字を並べるだけではなく、数

字の根拠や決算増減の原因について職場内の共通理解をはかり、予算を全体のものとしていく

工夫やとりくみが重要である。 

■事務職員としては、学校運営に関わる全ての財源を把握（全てを担当するという意味ではない）

し、その全体像を職員に提示することが大切ではないか。 

 

（2013 年度後半～2014 年度前半） 

これまでも行ってきた各学校の予算書・決算書の交流を、再度、2014 年度の連携会議の具体的と

りくみに位置づけ、各学校でどのように学校配分予算の提示を行っているかの交流を進めています。 

 

交流内容 

 ・校内予算の提案に関わる職員会議などへの提案物、予算書、その他関連資料→連携会議事務局

でとりまとめ、連携会議ＨＰへ掲載（実践交流のページへ掲載）。 

 ・掲載した各学校の資料に基づき、連携会議内でも時間を設けて、掲載資料の説明と質疑の時間

を設けている。 

  ★前年度と比べて、どのような点を改善したか？ 

  ★工夫している点はどんな点か？ 

  ★保護者負担公費化（軽減）に向けてどのようなとりくみをしているか？ 

  ★予算に対する教職員の意見をどのような方法で取り入れているか？ 

  ★職員会議ではどのような意見が出ているか？ 

 

昨年度の課題を受けて各学校では工夫をこらした提案がされており、○昨年度までの予算執行を

分析し、具体的理由も付けた予算書、○職員からの要望を踏まえた予算書づくりなどが実践され、

参考となるとりくみが交流されています。また、昨年度の管内事務職員研修会の講演では、各教科

に予算は配分されているが、全く予算が執行されていない、いわゆる「0 円教科」のことを受けて、

今年度より全教科に費目を起こし検証しようとしている学校も見られ、今後の報告が待たれるとこ

ろです。 

 

エ）学校徴収金（保護者負担）調査 

（昨年度のレポートで述べた「見えてきた課題」） 

■「徴収金をどう減らすか」も重要だが、具体例として「理科実験費がＡ校で５００円のものがな

ぜＢ校ではゼロ円なのか」等、教育課程や教科運営の点からも考える必要がある。また、予算要望

書との関わりで言えば、過去４年間「教材費等の保護者負担の公費化」を要望事項の中心に据えて

とりくんで来たことで、各学校の保護者負担の実態が次第に鮮明になってきたとともに、公費化に

向けた各学校のとりくみも次第に論議は活発化してきている。 

 

（2013 年度後半～2014 年度前半）資料参照 
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 連携会議ではここ数年、各学校同一項目で調査している「保護者負担調査」等の各種調査をもと

に、様々な角度から学校徴収金（保護者負担）に関して考察していますが、昨年度の後半より「小

学校の実験実習材料費」「中学校の理科実験消耗品費」（資料１）「中学校の生徒会費」（資料２）の

分析調査や「保護者負担の公費化」（資料３）に向けた調査を実施し、2013 年 12 月の冬季研修会で、

その調査結果を交流したところです。 

 

交流内容 

・各校の「小学校実験実習材料費」「中学校の理科実験消耗品費」「中学校の生徒会費」の実態交流

で出た意見 

★（中学校）同じ教科でも学年によって実習（実験）内容が異なるのは当然ではないか？ 

★実習経費の違い・・・「教科担の考え方による違い（「人」による違い）」と「教育課程上の違い」

が一緒になっているのではないか？ 

★事務職員は授業を「お金」の面から見てしまう。しかし、その授業の成果は教職員全体で考える

べきではないか？ 

★教員同士の議論を通じて（お金の）要望が出てくるのが一番望ましいことではないか？（以前は

このような議論を通じて、要望が上がってきていたが・・・）（なぜ予算がほしいのか言える教員が

多かったのでは・・・） 

 

 

また、昨年度行った「学校徴収金実態調査」（2013 年 7 月実施）に記述式の調査項目を加え、徴

収金決定の際の事務職員の関わり等をより具体的に調査し（資料４）（設問 6 の 1, 6 の 2,6 の 3, 6 

の 4）、昨年度の調査結果と比較しました。（2014 年 7 月調査） 

 

調査結果より 

★昨年度と比べ、数校において徴収金決定の際の事務職員の関与が増加（4 校） 

★小学校よりも中学校の方が関わりを持っている割合が多く、関わりを持っている学校の方が公費

負担の取組が進んでいる印象があった。（設問６関係） 

 

小・中の学校種別の違いや学校規模、予算状況等の事情は様々であるが、各校で出来るところか

ら保護者負担の公費化を目指して行動していくことを確認しました。 

また、短期間しか使わない教材（そろばん、算数ｾｯﾄなど）は学校に常備すれば家庭では購入しな

くても済むのではないかという議論もあり、改めて学校予算増額の要望も重要だということになり

ました。 

合わせて公費負担する物品の基準は各校どのように行っているか、ということの交流では以前数

校で市教委に聞いたところ、最終的に児童生徒のものになるものは私費負担となることが多いとい

うことが報告され、確認が必要だということとなりました。 

 

ク）未納金に関する調査  

（昨年度のレポートで述べた「見えてきた課題」） 

■今後の調査になると思われるが、未納金の処理方法など学校内での金銭処理の状況や監査体制、

決算報告などの情報公開がどうなっているのかも調べていく必要がある。 

 

（2013 年度後半～2014 年度前半）資料参照 2014.7 

現在の各校未納状況を把握し、未納に対する意識を高めるためにも再度、調査を行いました。結
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果としては 2009 年度調査時と同様、完納している学校も多かったですが、未納金は若干増えている

ことがわかりました。これは不況・貧困等の社会的要因もあることが考えられます。又、合わせて

未納が発生した場合の督促の状況や督促の工夫（個人懇談の利用・納入確約書等）交流を行いまし

た。（資料５） 

また、各校の督促状の文書様式や方法なども具体的に交流しながら、より効果的な督促を考えて

いくことも必要だということになりました。 

 

ス）備品台帳システムの使用状況調査 

（昨年度のレポートで述べた「見えてきた課題」） 

 ■このシステムは、市教委職員が開発したもので、運用開始当時はよかったが、やがてメンテナ

ンスも行われなくなり、次第に市内の統一性がなくなってしまった。なお、現在調査研修グループ

により、備品管理方法の統一に向けて作業がすすめられ、近々導入予定となっています。 

 

（2013 年度後半～2014 年度前半） 

2014 年冬にシステムが完成し、平成 26 年 1 月 24 日付石教総第 421 号「学校備品の管理について」

が教委より発出されたことにより完成となりました。今後使用していく中で話し合いを持ちながら、

よりよい備品台帳への変更を目指していく予定です。 

 

②調査活動の分析にもとづく提言  

 昨年度のレポートではこれまで連携会議で行ってきた「提言」について報告しましたが、昨年度

見えてきた成果と課題は以下のとおりです。 

（昨年度のレポートで述べた「成果と課題」 

提言がとりくみに強く結びついた例として、名前ゴム印の公費化のとりくみが上げられます。 

ⅰ）「児童生徒名前ゴム印の公費化について」の提言については、第１６回連携会議で本格的とりく

みを提起した結果、2011 年度当初時点で１校を除いた中学校（その１校は市費で購入）で、小学校

から引き継ぐことにより、少なくとも名前ゴム印代金の徴収は行われなくなりました。この間、各

学校のとりくみが教頭会の中でも話題となり、さらにとりくみを後押しすることになった点も特徴

的となっています。「保護者負担軽減」という観点では成果だが、「事務用品」を家庭に負担させて

いるという問題性は、未だ解決されていない。 

ⅱ）「図書費の執行について」の提言では、市教委から出来るだけ早く「１件執行限度」を２０万に

改正するようとりくみたいとの説明がありましたが、未だ実施に至ってはいません。 

 以上のような具体的成果もあるが、提言を行ったからと言って何かが急に改善されるはずもない。

しかし、課題を忘れずに継承していかなければ改善は見込まれないと考えます。 

 

（2013 年度後半～2014 年度前半） 

連携会議では過去 4 年間で 15 項目の提言を行っていますが、提言当時と状況が異なっているもの

や再度の検証が必要と思われる４項目について、2013 年度後半より内容の追加や見直しを行いまし

た。 

（内容の追加や見直しをした４項目） 

 ★提言１ コピー機・輪転機の更新について ★提言４ 学校配分予算の通知方法について 

 ★提言６ 執行決議書の改善について    ★提言９ 児童氏名名前ゴム印の公費化について 

 （上記の提言内容詳細は連携会議ＨＰ「2013 年度版「石狩市の学校間連携」をご覧ください。） 

 

 昨年度の成果と課題を受けたとりくみとして、2014 年度当初に小学校２校が児童氏名名前ゴム印
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を市費（市経理）で購入するなど、「保護者負担軽減」という観点では着実に成果が出てきています。 

 また、図書費の執行については、「１件執行限度」１０万円以上に改正するには至っていませんが、

2013 年度後半から 2014 年度前半にかけて、事務処理上の改善が図られたこともあり、今後の課題

解決に向けて明るい動きも出てきています。 

  

③予算要望 

 連携会議の予算要望活動は、石狩市教育振興会（石教振）学校事務部会の委託を受けて、石狩市

予算要望委員会に提出する「学校配分予算に関する要望」の具体的資料づくりを行ってきました。

これまでの要望資料づくりの経過は昨年度のレポートのとおりですが、昨年度見えてきた成果と課

題は以下のとおりです。 

（昨年度のレポートで述べた「成果と課題」） 

 石狩市では学校配分予算、特に需用費関係については全く考慮されていないと言えます。要望を 

しても何の成果も得られないのであれば、詳細なデータ作成に対する意欲もわかないため、このま 

までは行き詰るおそれがあります。各校資料の作成に当たり、事務職員が自校の教職員とどの程度 

協力協働しているかは十分には分析されていないため、予算要望に学校財政の現状を公開する場と 

いう意味を持たせることは非常に重要かもしれません。 

 

（2013 年度後半～2014 年度前半） 

 2015 年度の予算要望に向けた資料作り（要望書案作成）は 2014 年度当初よりスタートしました。

資料づくりに先立つ各学校（事務職員）からの要望事項取りまとめを実施し、その結果を反映させ

た 2015 年度の予算要望書を完成させたところです。（2014 年 9 月連携会議にて最終確認）（平成２

７年度の予算要望書は資料６参照（抜粋）） 

  

今年度の要望事項取りまとめは、初の試みとして、学校配分予算全般について「現在のあり方」

「執行上課題を有していること」「改善に向けた方法」等について、各人が自由に記述する項目を取

り入れたところ、●せめて消費増税分は配分予算に上乗せしてほしいという意見や、●学校配分予

算の「流用」が可能になるような要望、●図書整備費用消耗品費新設への要望等が上げられ、これ

らの事項を要望内容に盛り込むかの議論を 2014 年 7 月の夏季研修会で行いました。 

各学校から出された記述で多かった「流用ができるようになれば」という意見については、「これ

まで石狩市では、なぜ流用ができなかったのか？」「全道的な情勢は？」「流用ができて良い点は？」

など、更なる情報収集と分析が必要なことから、今回の要望事項に取り入れることは見送りました。 

また、石狩市内の小中学校では、ここ数年で学校図書室専任の司書が配置される学校が増えつつ

ありますが、業務を推進するための予算措置がなく、司書の活動が制限されている現状も報告され

ているため、より一層の図書室充実のためにも司書の配置と一緒に業務推進のための予算措置を検

討していただきたく、今回の要望事項として取り上げることとなりました。 

また、役務費が少なく教室ｶｰﾃﾝを毎年行うことが出来ないという声が以前からあり、全校でｶｰ

ﾃﾝｸﾘｰﾆﾝｸﾞ実施状況調査を行い要望事項に取り入れています。 

 なお、昨年度までの要望事項には無かった「ブラスバンド楽器に係る要望」は、楽器購入５カ年

計画として各校（市内４校該当）で策定し、現有金額の１０％が修繕費となるよう増額の要望をし

ています。 
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④実践交流  

（昨年度のレポートで述べた「成果と課題」） 

 通常の連携会議では、時間の制約もありフリーな論議が尽くせない面もある。夏季、冬季研修会

はそれを補う好機として定着してきました。ただ、長期休業中ということもあり、大多数が参加で

きる日程を確保するのが難しい状況です。個人実践交流については、市内を問わず、管内からも積

極的な投稿を期待しています。 

 

（2013年度後半～2014年度前半） 

 2014年度からは、定例の連携会議で実践交流を１本は行うようにしており、個人実践発表の場と

して成果を上げています。（↔市事協定例会では「事例交流」を行っています。） 

 

５．学校間連携の成果と課題 

（１）成果 

 加配を受けて学校間連携をすすめる以上、学校間連携が「型」を確立することは対外的な責任に

おいても重要でした。2009年からの３年間でややもすると強引とも思えるすすめ方でその「型」の

確立をすすめてきましたが、「学校財政と学校事務の状況調査」「調査活動の分析にもとづく提言」

「予算要望」「実践交流」という四つのカテゴリを軸とした活動は、かなり軌道に乗ってきたと考え

られます。 

 それまでの「課題をどう設定するか」という論議から「課題にどう向き合いどのように解決する

か」に軸が動きつつあります。 

 

（２）課題 

 調査のまとめ方やデータの公表の仕方をもっと工夫して、現場でのとりくみの手助けになるよう

にしなければなりません。連携会議がめざす現場でのとりくみとは「子どもの学習（教育）権を保

障する創造的学校事務の展開」ですが、もう少し具体的には「学校財政財務活動」「教育情報活動」

を充実させて「学校づくり」を推進することといえます。現在の連携会議は主に「学校財政財務活

動」を充実させる条件づくり、といった段階ですが、もっと具体的な「学校づくり」のビジョンを

提供できるようにしなければなりません。しかし、学校の多忙化により処理業務に追われることが

多くなり、学校づくりにむけた具体的活動へと一人の力で前進することは、大変困難な状況もあり

ます。連携会議が各学校に対し、どのような道標をしめし、サポートしていくかが重要です。 

 また、今年度、役選により事務局が交代となりました。 

 石狩の学校間連携は前事務局に限りなく依存していた傾向があり、当初はスムーズな議事運営な

どが多少なりとも不安視されました。しかし、新事務局の並々ならぬ努力や市協議会との十分な連

携、各会員１人１人の学校間連携への積極的な関わりにより、活動が停滞することなく、現在に至

っています。しかしながら、今後も人事などにより組織的課題は避けられません。 

とりくみ内容は勿論のこと、組織的課題には十分注視し、学校間連携会議を継続するとともに、

更なる深化発展をめざしてしていくことが重要であると考えます。 

石狩市の連携会議のも２００９年度から現在の形で活動を始めて６年目となり、活動のスタイル

も各会員に浸透してきているのではないかと思われます。各会員においても僅かながらでも連携す

る力が備わってきているのではないかと感じることが多くなってきました。より連携業務が全校で

行えるように活動していくことが求められていると考えます。 
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